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グリーンインフラの多様な効果の見える化

Section.１
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UR都市機構との共同調査（2021年度から取組開始、2024年8月公表）として、緑地の少ない大阪における象徴的な
都市緑地に関する取組である「うめきた公園」を対象として、緑地や公園に代表される「みどり」（誰もが容易にアクセスでき
る緑豊かなオープンスペース）がもたらす多様な経済的・社会的効果を検証し、可視化・定量化に取り組んでいる。

グリーンインフラの普及促進に向けた取組

（出所）UR都市機構・DBJ作成

うめきた公園・グラングリーン大阪の概要
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シビックプライド
醸成

うめきた公園・グラングリーン大阪の効果に係るロジックモデル

活動 アウトプット 初期効果
（アウトカム）

中期効果
（中期インパクト）

長期効果
（長期インパクト）

うめきた2期
における
都市公園を
中心とした
まちづくり

緑地
ヒートアイランド現象

緩和
生態系/生物多様

性の維持

商業施設
業務施設

地域での
経済・観光振興

まちでの消費額の
増加

防災施設 災害時被害抑制 地域のレジリエンス
強化

まち及び周辺地域の
不動産の価値・地域の

魅力度向上

雨水貯留施設 浸水被害抑制

地域の快適性向上

オープンスペース

健康維持・増進

地域コミュニティ
の形成

周辺住民の
運動の習慣化 医療費削減

景観向上 まち及び周辺地域の
知名度向上

気候変動対策

ネイチャーポジティブへ
の取組促進

生態系に対する
興味・関心の醸成

来訪者数の増加
※イベント・プログラムの

交流機会創出

CO₂の吸収

新たな気づき・
ひらめきの発掘

イノベーション
機運醸成

（凡例）

•GGO独自の項目

•ウェルビーイングの要素

•優れたマネジメントにより
強化され得る関係性

•試算した項目 太字

環境負荷抑制
都市環境改善

ロジックモデルの試案

（イノベーション
関連施設含む）

公園と中核機
能施設の一体開発
によって、より多様な
人材との交流が可能

開催や

経年で維持するために
優れた管理が必要

アウトプットのみでは
充分に生じない恐れ

（出所）UR都市機構・DBJ作成
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グリーンインフラの持つ多様な価値の評価と活用の可能性
グリーンインフラには下表のように経済的価値・社会的価値として多様な価値が存在するが、それぞれの価値の評価手法に
よってエビデンス力に差異が存在すると考えられる。今後の取組としては、グリーンインフラの多様な価値に関するデータを集め、
評価手法を確立していき、エビデンス力を高めていくことが必要である。
こうした価値を資金調達にも活用していく観点からは、まずはPFS/SIBにて活用可能か検討し、データが蓄積し、国際的な
評価基準との整合ができていくことで、活用の幅が拡大していくものと思われる。

（出所）グリーンインフラの事業・投資のすゝめ「グリーンインフラによる価値と対応する投融資家層」（グリーンインフラの市場における経済価値に関する研究会作成）
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中間支援機能の活用

Section.２
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中間支援機能の活用（例：沖縄ITイノベーション戦略センター）
グリーンインフラ分野においてもすでに中間支援機能は存在しているが、今後グリーンインフラの整備が進み、資金調達などこ
れまで以上に多くの課題に対応するために、中間支援機能の拡充を検討することも一案。
沖縄では、グローバル規模でのIT活用に伴う産業構造変革の進展を背景に、IT活用を通じた沖縄県における全産業の生
産性と国際競争力の向上等を目的として、官民一体で設立された産業支援機関であり県の産業政策課内に設置
主な事業分野は「DXの社会浸透」「シンクタンク・戦略提言」「事業プロデュース」「スタートアップ・人材育成」等であり、県から
スタートアップエコシステム構築支援事業を受託、中間支援組織としてコンソーシアムの設立や県内スタートアップに関する情
報収集等を担う。
エコシステム構築にあたり官民連携は不可欠。沖縄ITイノベーション戦略センターは直接雇用だけでなく、民間出向者と自治
体職員からも構成されていることから、中間支援組織としての機能であるコミュニティ活動や情報収集等が効率的に実現。官
民双方の人材が集う組織の有無が大きなポイント。

（出所）出所：ISCOホームページ、ISCO経営戦略2022-31、2025年度(第8期）事業計画によりDBJ作成

ISCO
会員企業
出捐企業

民間企業

学術機関
研究機関

公共
セクター

ISCO
職員 地域社会

ISCO

• 会員サービス提供
• 情報提供
• 業務連携
• 業務受発注
• 人材交流

• 情報提供
• 政策提言
• 官民連携

• 雇用
• 能力開発
• 多様な働き方

• 情報提供
• 業務連携、協業
• 業務受発注
• ビジネスマッチング

• 情報提供
• 共同調査
• 共同研究
• 次世代人材育成

• 雇用創出
• 産業振興
• 経済活性

ステークホルダーとの関係 スタートアップ・人材育成支援への関与

2025年度計画
スタートアップ・エコシステム構築支援事業
• スタートアップ・エコシステム・コンソーシアムやスタートアップ支
援拠点の運営、県外（海外）エコシステムとの接続、情報
発信、補助金交付事務等を実施予定

• KPIは、ビジネスコンテスト／4回以上、スタートアップと事業
会社のマッチング／50件以上等

琉球大学支援プログラム
• 琉球大学内に設立した「スタートアップラボ琉大」の運営
• KPIは、スタートアップワークショップの実施／計画実施率

100％、アントレプレナーシップ教育の実施／計画実施率
100％
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グリーンインフラ分野における中間支援組織については、すでに取組が開始しているものとして、
三重県いなべ市の「グリーンクリエイティブいなべ」のような官民連携によるものや、NPO birthのよ
うな組織が存在する。
中間支援機能を組成・活動への支援について検討するにあたり、中間支援機能を通じて達成
したいゴールがなにか、支援する中間支援機能とはなにか、について整理することが必要となる。
大きく類型化すると、中間支援機能としては、①特定のプロジェクトを支援するために官民連携
など幅広いステークホルダーが連携して取り組むもの、②前述のＩＳＣＯのように、プロジェクト
支援だけではなく、国・自治体に対する戦略提言や人材育成までも対象とするエコシステムの核
となるようなもの、が存在する。
こうした中間支援機関へのヒアリングによると、「人材」「予算」については課題が存在するという声
が存在する。特に、人材については、官民連携やエリアマネジメントなどに理解のあるマネージャー
的存在が必要となるが、自治体の人材の場合には人事ローテーションが課題となる場合や、民
間から登用する場合には人件費を負担する制度が十分ではないとの指摘がある。
スタートアップの分野では、自治体が民間人材派遣会社等へ業務委託を行い、必要な人材を
供給する仕組みが存在するが、グリーンインフラ分野においても、中間支援機能に必要な能力
を持つ人材のプールを作り、必要な場所に派遣する仕組みを検討することも有益であると考えら
れる。

グリーンインフラ分野における中間支援組織の活用

（出所）DBJ作成
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官民連携による融資制度

Section.３
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神奈川県横浜市では、サステナビリティ経営の実践やビジネス機会の拡大等を目的として、
SDGs達成に向けて取り組む事業者を横浜市が認証する「Y-SDGs認証制度」を設置。

横浜市の取組：Y-SDGs認証制度

（出所）横浜市「制度リーフレット」
(https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/machizukuri-kankyo/ondanka/futurecity/y-sdgs/ysdgs1.files/0001_20241115.pdf)
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横浜市の取組：Y-SDGs認証制度

（出所）横浜市「制度リーフレット」
(https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/machizukuri-kankyo/ondanka/futurecity/y-sdgs/ysdgs1.files/0001_20241115.pdf)
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横浜市の取組：Y-SDGs認証制度

（出所）横浜市「制度リーフレット」
(https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/machizukuri-kankyo/ondanka/futurecity/y-sdgs/ysdgs1.files/0001_20241115.pdf)
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福岡県北九州市では、「SDGコンパス」に沿って企業等を認証する「北九州市サステナブル経営
認証制度」を設置。

北九州市の取組：北九州市サステナブル経営認証制度

（出所）北九州市「認証制度について」
(https://www.city.kitakyushu.lg.jp/files/001096086.pdf)
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北九州市の取組：北九州市サステナブル経営認証制度

（出所）北九州市「認証制度について」
(https://www.city.kitakyushu.lg.jp/files/001096086.pdf)
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北九州市の取組：北九州市サステナブル経営認証制度

（出所）北九州市「認証制度について」
(https://www.city.kitakyushu.lg.jp/files/001096086.pdf)
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グリーンインフラ分野における資金調達については、グリーンインフラの持つ多様な効果が客観的・
定量的に可視化され、国際的な評価手法・基準との連携がなされるようになるまでは、「間接
金融」において評価した効果を活用していくことが考えられる。
グリーンインフラ整備事業者にとってのインセンティブが重要となるため、自治体の事業入札におけ
る加点制度や低利融資制度などについて検討することも一案。
こうした取組をするにあたり、「評価者」や「評価に関する費用」などについても、措置が必要とな
るものと思料。
「TSUNAG」を活用する場合には、当該評価制度における評価結果を自治体等が自らの評価
制度に活用することについても整理することが必要。また、地域金融機関等との連携も必要とな
ることから、地域金融機関等が有する融資制度との連携が可能かどうかも重要となる。
なお、都市公園などにおいて、自治体・指定管理事業者間で都市公園の管理・運営に関する
ロジックモデルを作成し、「指定管理制度×ＰＦＳ」、「指定管理制度×ＳＩＢ」にような取組
を検討することも重要である。

官民連携による融資制度について

（出所）DBJ作成
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